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研究成果の概要（和文）：　本研究は、二院制、委員会審議方式、国政選挙のタイミングといった要因によって
中央の政府与党首脳が直面する政治的不安定性が左右されるということ、および政治的不安定性が高まる場合に
地方分権改革が地方政府に宥和的なものとなるということを明らかにした。また、大都市制度の改革では、政府
与党首脳が、どのようなときに、現状変革を目指す地方自治体の挑戦者に対して改革を進めるのかということも
明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study successfully specified the condition under which political 
leaders at the central level delivered the decentralisation reform in Japan. Confronted with 
political instability caused by the twist National Diet and other institutional factors, central 
political leaders, both LDP and DPJ, would pursue decentralisation to satisfy local political actors
 who demand tranfers oflegal and fiscal resources. 

研究分野： 行政学
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１．研究開始当初の背景 
 
2000 年代には、日本の中央地方関係を大

きく変えるような大改革が実施された。 
2000 年代の改革を振り返ると、主なもの

だけでも、2000 年の地方分権一括法による
機関委任事務制度の廃止や法定外税制度の
拡充にはじまり、2004-06 年の三位一体の改
革(地方交付税の縮減、国庫補助負担金の廃止
削減、地方への基幹国税の税源移譲)、地方再
生対策費の創設や地方債の発行の自由化と
破綻法制の整備、そして、義務付け・枠付け
の漸進的な緩和や国と地方の協議の場の法
制化、一括交付金制度の部分的導入(2012 年
廃止)が実現した。 
わずか  10 年余りの間に打ち出された

様々な制度改革をどのようにすれば体系的
に把握することが可能なのかということが
本研究の底流にある問題意識であった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、2000 年以降の日本の地

方分権改革の方向性の変化に対して政治学
的に一貫した説明を与えることであった。 
具体的にいえば、「なぜ、党派性にかかわ

らず、ある内閣は地方擁護的な改革を推進し、
他の内閣は脱地方擁護的な改革を推進する
のか」ということを分析することであった。 
 
３．研究の方法 
 
 まず、改革の内容を便宜的に地方擁護的な
政策と脱地方擁護的な政策に分けて、研究上
の従属変数の確定を行った。中央政府から地
方自治体への移転財源(交付税や補助金な
ど)の増額などのように中央政府が地方自治
体全体にとって利益になるための措置を地
方擁護的な政策と呼ぶ。地方擁護的な 政策
は、地方の自律性を高め、地域間の格差も是
正するが、地方での財政規律を緩め、結果と
して深刻な地方財政赤字を招く恐れがある。 
他方、地方自治体の裁量を高めるが移転財

源の削減や 地方自治体での新たな支出増加
などのように地方自治体にとって全体とし
て不利益となる措置を 脱地方擁護的な政策
と呼ぶ。脱地方擁護的な政策は、地方の自律
性を高め、限られた税収の中で の財政運営
を強いられるので財政規律を高めることに
なるが、税収の格差がそのまま地域間の格 
差を広げてしまい、結果として地方自治体全
体での活動量は大幅に低下させてしまう。地
方分権 改革には、長所と短所の双方をもつ。 
上記の改革を説明するために、二院制、委

員会審議方式、国政選挙のタイミングといっ
た要因に着目した。 
 
４．研究成果 
 
本研究を通じて、二院制、委員会審議方式、

国政選挙のタイミングといった要因によっ
て中央の政府与党首脳が直面する政治的不
安定性が左右されるということ、および政治
的不安定性が高まる場合に地方分権改革が
地方政府に宥和的なものとなるということ
が明らかになった。このことは、党派性の違
いを超えて、政府与党首脳の直面する政治的
不安定性が大きいときには「国と地方の協議
の場」の法制化や国庫補助負担金の裁量の拡
大が進展し、不安定性が小さいときには地方
自治体への財源移転を拡大するのではなく、
自治体間の協力を促すような連携協約など
の仕組みを入れていくということを意味し
ている。 
また、大都市制度の改革をめぐって、現状

変革を目指す地方自治体の挑戦者が、改革を
左右する国政政党をどのように脅して改革
を進めるのかという点についても研究を拡
大して行った。具体的には、2010 年から 2015
年の大阪都構想をめぐる政治過程について、
大阪に置いて大阪都構想を推進する大阪維
新の会が、どのようにして民主党内閣に環境
整備をする立法を行わせたのか、そして、ど
のようにして大阪府議会や大阪市議会で大
阪都構想に反対していた公明党を賛成に回
らせたのかという点を、ポピュリズム論で無
理に説明することなく既存の政治的不安定
性と合理的行為者としての政治家の行動で
説明を行った。 
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